
1 郵便貯金銀行及び郵便保険会社が、郵便局株式会社に業務委託
する際に支払う手数料に係る地方消費税の非課税措置の創設
＜郵政改革後＞
関連銀行及び関連保険会社が、統合後の日本郵政株式会社に業
務委託する際に支払う手数料に係る地方消費税の非課税措置の
創設

Ｄ

［地方消費税］

内閣官房

平成23年度税制改正要望項目一覧（地方税）

【共同要望で主管省庁ではない項目】

(消費税並び)
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1 社会・地域貢献準備金を経過措置を講じた上で廃止 Ｆ
［法人住民税、事業税］

既存税負担軽減措置等の見直し項目一覧（地方税）

内閣官房

【共同要望で主管省庁ではない項目】
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1 「国際戦略総合特区」(仮称)における税制上の特例措置
［個人住民税、法人住民税、事業税］

（１）法人住民税、事業税
－

（２）個人住民税 Ｆ

2 「地域活性化総合特区」(仮称)における税制上の特例措置 Ｆ
［個人住民税、事業税］

3 女性の再就職促進のための特例措置の創設 －
［法人住民税、事業税］

4 公益社団・財団法人への寄附金に係る税制上の特例措置の拡充 －
［個人住民税］

追1 沖縄における雇用促進のための税制上の特例措置の創設 －
［法人住民税、事業税］

追2 女性の再就職促進のための特例措置の創設 －
［法人住民税、事業税］

5 認定特定非営利活動法人に対する税制上の特例措置の新設・拡
充・延長 －

［個人住民税、法人住民税、事業税］

平成23年度税制改正要望項目一覧（地方税）

内閣府

【単独要望の項目】

【共同要望で主管省庁となる項目】
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6 環境未来都市整備地域における税制上の特例措置の創設 Ｆ
［個人住民税、法人住民税、事業税、不動産取得税、固定資産
税、都市計画税］

7 コンセッション方式の導入に伴う償却方法の創設（事業権（仮
称）の事業期間以内での償却可能化） Ｆ

［法人住民税、事業税（外形）］

8 新たな次世代育成支援のための包括的・一元的な制度の構築の
ための税制上の所要の措置

［個人住民税、法人住民税、事業税、不動産取得税、固定資産
税、事業所税、都市計画税、特別土地保有税、その他（徴収規
定）］

①公租公課禁止規定を設けること Ａ

②地方税の滞納処分による差押え禁止規定を設けること Ａ

③その他所要の措置を講ずること Ｇ

9 ＰＦＩ法に規定する選定事業者が取得する一定の公共施設等に
係る特例措置の拡充 Ｄ

［不動産取得税、固定資産税、都市計画税］

10 新潟県中越沖地震災害による被災代替家屋に係る特例措置の延
長 Ａ

［固定資産税、都市計画税］

(国税と同条件)

(国税と同条件)
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1 新潟県中越地震災害による被災代替家屋に係る特例措置の廃止 Ｘ
［固定資産税、都市計画税］

2 能登半島地震災害による被災代替家屋に係る特例措置の廃止 Ｘ
［固定資産税、都市計画税］

3 能登半島地震災害による被災代替償却資産に係る特例措置の廃
止 Ｘ

［固定資産税］

4 新潟県中越沖地震災害による被災代替償却資産に係る特例措置
の廃止 Ｘ

［固定資産税］

既存税負担軽減措置等の見直し項目一覧（地方税）

内閣府

【共同要望で主管省庁となる項目】
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追1 捜査特別報奨金に係る非課税措置の創設 Ｄ
〔個人住民税〕

平成23年度税制改正要望項目一覧（地方税）

警察庁

【単独要望の項目】
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1 国際課税原則の見直し（「総合主義」から「帰属主義」への変
更）

Ｇ

［個人住民税、法人住民税、事業税］

2 特定口座の利便性向上に向けた所要の措置
［個人住民税］

①相互会社の株式会社化に伴い取得した上場株式 Ｄ

②株式無償割当により取得した上場株式 Ａ

③新株予約権無償割当により取得した上場新株予約権 Ａ

④特定口座内保管上場株式等である新株予約権の行使により取
　得した上場株式

Ａ

⑤非適格ストックオプションの権利行使により取得した上場株
　式

Ａ

⑥相続、贈与又は遺贈により、被相続人等の持株会社等の口座
　から取得した上場株式等

Ａ

3 日本版ＩＳＡ（少額投資非課税制度）に関する利便性の向上・
事務手続の簡素化

Ａ

［個人住民税］

4 個別評価金銭債権に係る貸倒引当金の損金算入割合の引上げ Ｄ
［法人住民税、事業税］

平成23年度税制改正要望項目一覧（地方税）

金融庁

【単独要望の項目】
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5 イスラム金融に関する所要の税制措置
［住民税（利子割）、法人住民税、事業税、不動産取得税］

（１）住民税（利子割）、法人住民税、事業税 Ｐ

（２）不動産取得税 Ｄ

6 金融商品取引法第二条に規定する定義に関する内閣府令の一部
改正（適格機関投資家関係）に伴う所要の税制措置

［法人住民税、事業税］ Ａ

［不動産取得税］ Ｆ

7 上場株式等の軽減税率の延長 Ｄ
［個人住民税］

8 協同組織金融機関に係る一般貸倒引当金の割増特例措置の恒久
化

Ｃ

［法人住民税、事業税］

9 少額短期保険業に係る収入割の特例措置の延長 Ｃ
［事業税（外形）］

10 保険会社に係る法人事業税の現行課税方式の維持 Ａ
［事業税（外形）］

11 金融商品に係る損益通算範囲及び損失繰越期間の拡大 Ｅ
［個人住民税、法人住民税］

12 店頭デリバティブ取引等の申告分離課税化 Ｅ
［個人住民税］

13 投資法人の導管性要件である投資口国内募集50％超要件の見直
し

Ａ

［法人住民税、事業税］

【共同要望で主管省庁となる項目】

(国税と同条件)

(国税と同条件)
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14 協定銀行が破綻金融機関等の事業の譲受けにより取得する不動
産に係る非課税措置の延長

Ａ

［不動産取得税］

15 協定銀行が破綻保険会社等の資産の買取りにより取得する不動
産に係る非課税措置の延長

Ａ

［不動産取得税］

16 特別法人税の撤廃 Ａ
［法人住民税］

17 企業年金等への移行が不可能な適格退職年金に係る税制上の特
例措置の継続

Ｇ

［個人住民税、法人住民税］

18 日本版プランド・ギビング信託に係る税制上の特例措置の創設
［個人住民税、法人住民税、事業税］

（１）個人住民税 Ｃ

（２）法人住民税、事業税 Ｆ

19 特定目的会社、投資法人等の不動産取得税の特例措置の延長 Ｄ
［不動産取得税］

【共同要望で主管省庁ではない項目】

(国税と同条件)

9



1 「光の道」推進税制（公共アプリケーション利活用促進税制）
の創設

Ｄ

［固定資産税］

2 通信業用設備等に係る法定耐用年数の短縮 Ｆ
［個人住民税、法人住民税、事業税、固定資産税］

3 地上放送施設デジタル化促進に係る課税標準の特例措置の拡充
及び延長

［固定資産税］

①延長 Ｃ

②拡充 Ｃ

［不動産取得税］

①延長 Ｄ

②拡充 Ｄ

4 地方議会議員年金制度に係る税制措置 Ｂ
［個人住民税、住民税（利子割）、法人住民税、事業税、不動
産取得税、固定資産税、自動車取得税、徴収関係］

5 郵便貯金銀行及び郵便保険会社が、郵便局株式会社に業務委託
する際に支払う手数料に係る地方消費税の非課税措置の創設
＜郵政改革後＞
関連銀行及び関連保険会社が、統合後の日本郵政株式会社に業
務委託する際に支払う手数料に係る地方消費税の非課税措置の
創設

Ｄ

［地方消費税］

平成23年度税制改正要望項目一覧（地方税）

総務省

【単独要望の項目】

【共同要望で主管省庁となる項目】

(消費税並び)
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6 中小企業者等の試験研究費に係る特例措置 －
［法人住民税］

7 中小企業等基盤強化税制（中小企業情報基盤強化税制） Ｄ
［法人住民税、事業税］

8 産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法に基づ
く事業譲渡等に伴う不動産取得に係る特例措置の延長

Ｄ

［不動産取得税］

【共同要望で主管省庁ではない項目】
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1 テレワーク設備導入に係る課税標準の特例措置の廃止 Ｘ
［固定資産税］

2 ブロードバンドによる情報格差解消税制（次世代ブロードバン
ド基盤を構築する施設に係る課税標準の特例措置）

Ｆ

［固定資産税］

3 地域ＩＣＴサービスを提供するために必要な電気通信設備に係
る課税標準の特例措置

Ｘ

［固定資産税］

4 社会・地域貢献準備金を経過措置を講じた上で廃止 Ｆ
［法人住民税、事業税］

5 産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法に基づ
く事業譲渡等に伴う不動産取得に係る特例措置

［不動産取得税］

総務省８番
の要望とあ
わせて検討

【単独要望の項目】

既存税負担軽減措置等の見直し項目一覧（地方税）

総務省

【共同要望で主管省庁となる項目】

【共同要望で主管省庁ではない項目】
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1 租税条約の締結促進 －
［個人住民税，法人住民税］

2 認定特定非営利活動法人に対する税制上の特例措置の新設・拡
充・延長

－

［個人住民税、法人住民税、事業税］

平成23年度税制改正要望項目一覧（地方税）

外務省

【単独要望の項目】

【共同要望で主管省庁ではない項目】
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1 金融商品に係る損益通算範囲及び損失繰越期間の拡大 Ｅ
［個人住民税、法人住民税］

2 制度的に他の企業年金へ移行できない適格退職年金に係る税制
優遇措置の継続

Ｇ

［個人住民税、法人住民税］

3 適格退職年金の積立金に対する特別法人税の撤廃もしくは課税
停止措置の延長

Ａ

［法人住民税］

4 協定銀行が破綻金融機関等の事業の譲受けにより取得する不動
産に係る非課税措置の延長

Ａ

［不動産取得税］

5 協定銀行が破綻保険会社等の資産の買取りにより取得する不動
産に係る非課税措置の延長

Ａ

［不動産取得税］

財務省

平成23年度税制改正要望項目一覧（地方税）

【共同要望で主管省庁ではない項目】

(国税と同条件)
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1 個人住民税における学校法人等への寄附に係る寄附控除の適用
下限額の引下げ

－

［個人住民税］

2 国立青少年教育振興機構が実施する助成事業に対する寄附金の
税額控除の導入及び指定寄附化

Ｄ

［法人住民税、事業税］

3 図書館、博物館、幼稚園を設置する一般社団・財団法人に係る
非課税措置の創設

Ｄ

［不動産取得税、固定資産税、都市計画税］

4 能楽堂、劇場、音楽堂等の文化芸術の公演のための施設におけ
る減免措置の拡充

Ｄ

［不動産取得税、固定資産税、都市計画税］

5 （独）日本スポーツ振興センターが実施する優秀な選手・指導
者を対象とする助成事業への寄附金に係る指定寄附金制度の導
入

Ｄ

［法人住民税、事業税］

6 国立研究開発機関制度（仮称）に係る税制上の所要の措置 Ｅ
［個人住民税、住民税（利子割）、法人住民税、事業税、不動
産取得税、固定資産税、都市計画税、事業所税、自動車税、軽
自動車税、自動車取得税、鉱区税、水利地益税、共同施設税、
宅地開発税］

平成23年度税制改正要望項目一覧（地方税）

【単独要望の項目】

文部科学省
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7 日本版「プランドギビング」信託の創設（非営利団体に寄附す
る信託の寄附優遇対象化）

［個人住民税、法人住民税、事業税］

（１）個人住民税 Ｃ

（２）法人住民税、事業税 Ｆ

8 新たな次世代育成支援のための包括的・一元的な制度の構築の
ための税制上の所要の措置

［個人住民税、法人住民税、事業税、不動産取得税、固定資産
税、事業所税、都市計画税、特別土地保有税、その他（徴収規
定）］

①公租公課禁止規定を設けること Ａ

②地方税の滞納処分による差押え禁止規定を設けること Ａ

③その他所要の措置を講ずること Ｇ

9 中小企業等基盤強化税制（教育訓練費に係るもの） Ｄ
［法人住民税］

【共同要望で主管省庁となる項目】

【共同要望で主管省庁ではない項目】

(国税と同条件)

(国税と同条件)
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1 中小企業等基盤強化税制（教育訓練費に係るもの）
［法人住民税］

既存税負担軽減措置等の見直し項目一覧（地方税）

文部科学省

【共同要望で主管省庁ではない項目】
文科省9番の
要望とあわ
せて検討
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1 平成２３年度以降の「子ども手当」に関する税制上の所要の措
置
［個人住民税、その他（徴収規定）］

2 社会保障に関する経費の安定財源を確保するための税制上の所
要の措置

－

［個人住民税、法人住民税、事業税、事業税（外形）、不動産
取得税、固定資産税、事業所税］

3 雇用保険法の改正に伴う税制上の所要の措置
［個人住民税、その他（徴収規定）］

4 後期高齢者医療制度を廃止し、新たな制度の創設等に伴う税制
上の所要の措置

［個人住民税、事業税、国民健康保険税］

①制度創設に伴う所要の措置 Ｅ

②旧老人保健制度の拠出金に係る経過措置の延長 Ａ

5 扶養控除見直しに伴う国民健康保険税の所要の措置
［国民健康保険税］

①影響を受ける世帯の負担が増加しないための所要の措置
　（平成２４年度）

Ｆ

②旧ただし書方式への一本化（平成２５年度） Ａ

③自治体独自の保険税軽減分を保険税の賦課総額に含めること
　を可能とする措置（平成２５年度）

Ｆ

Ａ

Ａ

平成23年度税制改正要望項目一覧（地方税）

【単独要望の項目】

厚生労働省

(国税と同条件)

(国税と同条件)
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6 国民の健康の観点からたばこの消費を抑制することを目的とし
た、たばこ税の税率の引上げ

Ｐ

［地方たばこ税］

7 予防接種法の改正に伴う所要の税制措置 Ｆ
［個人住民税、法人住民税、事業税、事業税（外形）、不動産
取得税、固定資産税、事業所税］

8 介護保険制度改正に伴う税制上の所要の措置 Ｅ
［個人住民税、法人住民税、事業税、事業税（外形）、不動産
取得税、固定資産税、事業所税、都市計画税、特別土地保有税
等］

9 譲渡所得に係る特別控除の特例の障害者通所サービス等への範
囲の拡充

Ａ

［個人住民税、法人住民税、事業税］

10 独立行政法人の見直しに伴う税制上の所要の措置 Ｅ
［住民税（利子割）、法人住民税、事業税、不動産取得税、固
定資産税、事業所税、自動車税、軽自動車税、自動車取得税、
都市計画税］

11 医療法の改正に伴う税制上の所要の措置 Ｆ
［個人住民税、法人住民税、事業税、事業税（外形）、不動産
取得税、固定資産税、事業所税］

12 独立行政法人雇用・能力開発機構の廃止等に伴う税制上の所要
の措置

Ａ

［住民税（利子割）、法人住民税、事業税、不動産取得税、固
定資産税、事業所税、自動車取得税、都市計画税］

13 国民健康保険税の課税限度額の引上げ Ａ
［国民健康保険税］
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14 障害者を多数雇用する事業所に係る特例措置の延長 Ａ
［固定資産税、不動産取得税］

15 「重度障害者等施設設置等助成金（仮称）」の創設に伴う税制
上の所要の措置

Ａ

［固定資産税、不動産取得税、事業所税］

16 社会保険診療報酬に係る非課税措置の存続 Ｇ
［事業税］

17 医療法人の社会保険診療以外部分に係る軽減措置の存続 Ｂ
［事業税］

18 戦傷病者等の妻に対する特別給付金に係る非課税措置及び差押
禁止措置の存続

Ａ

［個人住民税、その他（徴収規定）］

追１ 雇用促進税制の創設等 －
［個人住民税、法人住民税、事業税、事業税（外形）、不動産
取得税、固定資産税、事業所税］

19 事業主が存在しない等の理由によって企業年金等に移行できな
い適格退職年金に関する税制優遇措置の継続

Ｇ

［個人住民税、法人住民税］

20 企業年金等の積立金に対する特別法人税の撤廃
［法人住民税］

Ａ

【共同要望で主管省庁となる項目】

(国税と同条件)
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21 新たな次世代育成支援のための包括的・一元的な制度の構築の
ための税制上の所要の措置

［個人住民税、法人住民税、事業税、不動産取得税、固定資産
税、事業所税、都市計画税、特別土地保有税、その他（徴収規
定）］

①公租公課禁止規定を設けること Ａ

②地方税の滞納処分による差押え禁止規定を設けること Ａ

③その他所要の措置を講ずること Ｇ

22 グリーン投資減税の創設 －
［法人住民税、事業税］

23 特定退職金共済団体である一般社団・財団法人が受け取る利子
等の非課税措置

Ａ

［住民税（利子割）］

24 ホテル・旅館の建物に係る固定資産評価の見直し（検討事項） Ｇ
［固定資産税］

25 中小企業等基盤強化税制（教育訓練費） Ｄ
［法人住民税］

26 事業基盤強化設備に係る特別償却制度等の適用期限の延長 Ｄ
［法人住民税、事業税］

27 中小企業等基盤強化税制（中小企業情報基盤強化税制） Ｄ
［法人住民税、事業税］

【共同要望で主管省庁ではない項目】

(国税と同条件)

(国税と同条件)

(国税と同条件)

21



28 産業活力再生特別措置法に係る税制上の特例措置の延長 Ｄ
［不動産取得税］

29 生活衛生同業組合等及び消費生活協同組合等の留保所得に係る
特別控除制度の適用期限の延長

Ｄ

［法人住民税、事業税］

30 生活衛生同業組合等及び消費生活協同組合等の貸倒引当金の特
例措置の適用期限の延長

Ｃ

［法人住民税、事業税］

31 サービス付き高齢者住宅（仮称）供給促進税制
［固定資産税］ Ｃ

［不動産取得税］ Ｄ
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1 農林中央金庫の合併等に係る課税の特例（共済事業を行う消費
生活協同組合又は連合会が共済事業を分離した場合に伴う税制
上の所要の措置）

Ｘ

［法人住民税、事業税］

2 中小企業等基盤強化税制（中小企業情報基盤強化税制）
［法人住民税、事業税］

3 中小企業等基盤強化税制（教育訓練費）
［法人住民税］

4 エネルギー需給構造改革推進投資促進税制の廃止
［法人住民税、事業税］

既存税負担軽減措置等の見直し項目一覧（地方税）

厚生労働省

【単独要望の項目】

【共同要望で主管省庁ではない項目】
厚労省27番
の要望とあ
わせて検討

厚労省25番
の要望とあ
わせて検討

厚労省22番
の要望とあ
わせて検討
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1 口蹄疫対策特別措置法等に係る特例措置の創設 Ａ
［個人住民税、法人住民税、事業税］

2 農林漁業者等による農林漁業の六次産業化の促進に関する法律
案に係る特例措置の創設

Ｄ

［不動産取得税］

3 卸売市場機能高度化設備等を取得した場合の特例措置の創設 Ｄ
［法人住民税、事業税、固定資産税］

4 肉用牛売却所得の課税の特例措置の延長 Ｃ
［個人住民税、法人住民税、事業税］

5 農用地利用集積計画に基づき取得する農用地区域内にある土地
に係る特例措置の延長

Ａ

［不動産取得税］

6 農地所有者代理事業に基づき取得する農用地区域内にある土地
に係る特例措置の延長

Ｄ

［不動産取得税］

7 特定農産加工業経営改善臨時措置法に基づく事業用施設に係る
資産割の特例措置の延長

Ｄ

［法人住民税、事業税、事業所税］

平成23年度税制改正要望項目一覧（地方税）

農林水産省

【単独要望の項目】
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8 山林所得に係る森林計画特別控除の延長
［個人住民税］

9 植林費の損金算入の特例の延長 Ｄ
［法人住民税、事業税］

10 金融所得課税に係る損益通算の範囲拡大に向けた所要の措置 Ｅ
［個人住民税］

①商品先物取引（取引所取引及び店頭取引）の決済差損益及び
　商品ファンドの収益分配金・償還損益について、金融所得課
　税の一元化の対象に追加

②取引所外における先物取引（店頭取引）の決済差損益や商品
　ファンドによる収益分配金・償還損益について、20％申告分
　離課税化

③損失の繰越控除の対象に取引所外における先物取引（店頭取
　引）の決済差損益や商品ファンドによる収益分配金・償還損
　益を追加

11 特定退職金共済団体である一般社団、財団法人が受け取る利子
等の非課税措置の創設

［住民税（利子割）］

12 企業年金等の積立金に対する特別法人税の撤廃
［法人住民税］

13 中小企業者等の法人税率の引下げ －
［法人住民税］

14 グリーン投資減税の創設（木質・草本バイオマス利用装置） －
［法人住民税、事業税］

Ａ

Ａ

Ａ

【共同要望で主管省庁ではない項目】

(国税と同条件)

(国税と同条件)

(国税と同条件)

25



15 グリーン投資減税の創設（木質バイオマス熱電併給型木材乾燥
装置）

－

［法人住民税、事業税］

16 グリーン投資減税の創設（木質バイオマス利用加温装置） －
［法人住民税、事業税］

17 グリーン投資減税の創設（バイオマスエタノール製造設備） －
［法人住民税、事業税］

18 新潟県中越沖地震災害による被災代替家屋に係る特例措置の延
長

Ａ

［固定資産税、都市計画税］

19 中小企業等の貸倒引当金の特例の延長（農業協同組合等）
 

Ｃ
［法人住民税、事業税］

20 中小企業等の貸倒引当金の特例の延長（森林組合等） Ｃ
［法人住民税、事業税］

21 中小企業等の貸倒引当金の特例の延長（漁業協同組合等） Ｃ
［法人住民税、事業税］
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1 特定農業法人が取得する農用地区域内にある遊休農地に係る特
例措置の廃止

Ｘ

［不動産取得税］

2 入会権者等が取得する土地に係る税額の減額措置の廃止 Ｘ
［不動産取得税］

3 農業生産法人に使用貸借した場合における特例措置の廃止 Ｘ
［不動産取得税］

4 新潟県中越地震災害による被災代替家屋に係る特例措置の廃止 Ｘ

［固定資産税、都市計画税］

5 能登半島地震災害による被災代替家屋に係る特例措置の廃止 Ｘ
［固定資産税、都市計画税］

6 能登半島地震災害による被災代替償却資産に係る特例措置の廃
止

Ｘ

［固定資産税］

7 新潟県中越沖地震災害による被災代替償却資産に係る特例措置
の廃止

Ｘ

［固定資産税］

【共同要望で主管省庁ではない項目】

【単独要望の項目】

既存税負担軽減措置等の見直し項目一覧（地方税）

農林水産省
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1 電気供給業に対する課税標準の算定にあたって特定規模需要向
けの託送料金を控除する特例措置

Ａ

［事業税］

2 中小企業の事業再生に伴う不動産取得税の軽減措置 Ｄ
［不動産取得税］

3 再生可能エネルギーに係る課税標準の特例措置の拡充 Ｃ
［固定資産税］

4 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法改正に伴
う所要の税制措置

Ｅ

［住民税（利子割）、法人住民税、事業税、不動産取得税、固
定資産税、事業所税］

5 電気供給業に係る法人事業税の課税方式の変更 Ｄ
［事業税（外形）］

6 ガス供給業に係る法人事業税の課税方式の変更 Ｄ
［事業税（外形）］

7 産業集積の再生に向けた市区町村向けの高度化融資の創設に伴
う税制措置

［個人住民税、法人住民税、事業税、不動産取得税、固定資産
税、事業所税］

（１）不動産取得税、固定資産税、事業所税 Ｄ

（２）個人住民税 Ｅ

（３）法人住民税・事業税

平成23年度税制改正要望項目一覧（地方税）

経済産業省

【単独要望の項目】
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　　・高度化事業のために土地等を譲渡した場合の特例を創設
　　　する。

Ｅ

　　・独立行政法人中小企業基盤整備機構が市区町村に対して
　　　行う高度化事業を収益事業の範囲から除外する。

Ｅ

　　・事業用資産の買換え特例の対象に高度化事業に係る措置
　　　を追加する。

Ｆ

8 再生可能エネルギーの全量買取制度の導入に伴う特例措置 Ｅ
［事業税］

9 償却資産に対する固定資産税のあり方の検討（検討事項）
［固定資産税］

10 地方法人二税の見直しの検討
［法人住民税、事業税］

11 事業所税の見直しの検討
［事業所税］

12 車体課税の簡素化、グリーン化、負担軽減の検討
［自動車取得税、自動車税、軽自動車税］

13 法人税率の５％引下げ －
［法人住民税］

14 日本のアジア拠点化のための税制措置
［個人住民税、法人住民税、事業税］

（１）法人税負担の軽減 －

（２）新法の枠組みの下で認定を受けた企業の経営人材に
　　　対する海外の親会社からのストック・オプションに
　　　ついて、ストック・オプション税制の対象とする。

－
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15 国外関連者との取引に係る課税の特例（移転価格税制）の見直
し

Ａ

［法人住民税、事業税］

16 グループ法人税制の円滑な執行に向けた措置 Ａ
［法人住民税、事業税］

17 小規模企業者等設備導入資金貸付制度における貸与機関の資金
貸付事業及び設備貸与事業の法人税非課税措置

［法人住民税、事業税］

18 特定災害防止準備金（採石災害防止準備金） Ｆ
［法人住民税、事業税］

19 特定災害防止準備金（露天石炭採掘災害防止準備金） Ｆ
［法人住民税］

20 事業再生に資する貸倒要件等の見直し
［個人住民税、法人住民税、事業税］

（１）貸倒要件の明確化 Ａ

（２）オーナー株主が、株主責任の一環として再生会社に
　　　私財提供（無償譲渡）をした場合のみなし譲渡所得
　　　課税を非課税とする。

Ｄ

21 会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の導入等に伴う
所要の措置

Ａ

［法人住民税、事業税］

追1 特定外国子会社等に係る所得の課税の特例（タックスヘイブン
税制）の円滑な執行に向けた措置

Ａ

［法人住民税、事業税］

Ａ
(国税と同条件)

(国税と同条件)

(国税と同条件)

(国税と同条件)
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追2 雇用促進税制の創設 －
［法人住民税、事業税］

22 低公害車の燃料供給設備に係る特例措置の延長 Ｃ
［固定資産税］

23 中小企業者等の試験研究費に係る特例措置 －
［法人住民税］

24 中小企業者等の法人税率の特例 －
［法人住民税］

25 グリーン投資減税 －
［法人住民税、事業税］

26 中小企業等基盤強化税制（経営革新計画） Ｄ
［法人住民税、事業税］

27 中小企業等基盤強化税制（中小卸、小売及びサービス業） Ｄ
［法人住民税、事業税］

28 中小企業等基盤強化税制（中小企業情報基盤強化税制） Ｄ
［法人住民税、事業税］

29 中小企業等基盤強化税制（教育訓練費） Ｄ
［法人住民税］

30 中小企業等の貸倒引当金の特例 Ｃ
［法人住民税、事業税］

【共同要望で主管省庁となる項目】
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31 商工組合等の留保所得の特別控除 Ｄ
［法人住民税、事業税］

32 産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法等に基
づく不動産取得税の軽減措置の延長

Ｄ

［不動産取得税］

33 金融所得課税に係る損益通算の範囲拡大に向けた所要の措置 Ｅ
［個人住民税］

①社債に係る利子及び譲渡所得等の課税方式の見直し

②商品先物取引（取引所取引及び店頭取引）の決済差損益や商
　品ファンドの収益分配金・償還損益について、上場株式等の
　譲渡損益等との損益通算の対象に追加

③取引所外における先物取引（店頭取引）の決済差損益や商品
　ファンドによる収益分配金・償還損益について、20％申告分
　離課税化

34 排出ガス規制新基準に適合した特定特殊自動車に係る課税標準
の特例措置の創設

Ｃ

［固定資産税］

35 新潟県中越沖地震災害による被災代替家屋に係る特例措置
［固定資産税、都市計画税］

36 企業年金等の積立金に対する特別法人税の撤廃
［法人住民税］

Ａ

Ａ

【共同要望で主管省庁ではない項目】

(国税と同条件)
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1 産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法等に基
づく不動産取得税の軽減措置の延長

［不動産取得税］

2 エネルギー需給構造改革推進投資促進税制
［法人住民税、事業税］

3 中小企業等基盤強化税制（地域産業資源活用事業計画） Ｘ
［法人住民税、事業税］

4 中小企業等基盤強化税制（農商工等連携事業計画） Ｘ
［法人住民税、事業税］

5 中小企業等基盤強化税制（教育訓練費）
［法人住民税］

6 中小企業等基盤強化税制（中小企業情報基盤強化税制）
［法人住民税、事業税］

7 新潟県中越沖地震災害による被災代替償却資産に係る特例措置
の廃止

Ｘ

［固定資産税］

8 新潟県中越地震災害による被災代替家屋に係る特例措置の廃止 Ｘ
［固定資産税、都市計画税］

経産省32番
の要望とあ
わせて検討

既存税負担軽減措置等の見直し項目一覧（地方税）

経済産業省

【共同要望で主管省庁となる項目】

【共同要望で主管省庁ではない項目】

経産省25番
の要望とあ
わせて検討

経産省29番
の要望とあ
わせて検討

経産省28番
の要望とあ
わせて検討
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9 能登半島地震災害による被災代替家屋に係る特例措置の廃止 Ｘ
［固定資産税、都市計画税］

10 能登半島地震災害による被災代替償却資産に係る特例措置の廃
止

Ｘ

［固定資産税］

11 植林費の損金算入の特例
［法人住民税、事業税］

農水省9番の
要望とあわ
せて検討
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1 海外インフラプロジェクト準備金の創設 Ｄ
［法人住民税］

2 戦略核都市圏広域連携推進機構（仮称）に係る特例措置の創設 Ｆ
［事業税、不動産取得税、固定資産税、事業所税］

3 「大都市圏戦略基本法案（仮称）」の提出に伴う税制上の所要
の措置

Ｆ

［不動産取得税、固定資産税、事業所税、特別土地保有税、都
市計画税］

4 特定都市再生緊急整備地域（仮称）に係る課税の特例措置の創
設

Ｃ

［不動産取得税、固定資産税、都市計画税］

5 まちづくりを担う法人に対する支援税制の創設 Ｆ
［個人住民税］

6 エネルギーの共同利用を促進するための特例措置の創設 Ｄ
［法人住民税、事業税、固定資産税］

7 地球温暖化対策のための税におけるモーダルシフト等の貨物流
通の効率化の促進及び公共交通機関の利用者の利便の増進に資
する事業等に係る特例措置等の創設

－

［地球温暖化対策のための税（仮称）］

平成23年度税制改正要望項目一覧（地方税）

国土交通省

【単独要望の項目】

(国交省14番の

要望とあわせて

調整)

35



8 地球温暖化対策のための税（軽油に係る地方環境税）における
営業用トラック・バスに係る減免措置の創設

－

［地球温暖化対策のための税（仮称）］

9 内航フィーダー船に係る課税標準の特例措置の創設 Ｄ
［固定資産税］

10 持株会社の設立による関西国際空港及び大阪国際空港の経営統
合に係る特例措置の創設

Ｅ

［事業税、不動産取得税、自動車取得税、固定資産税、都市計
画税、特別土地保有税］

11 独立行政法人海上災害防止センターの組織形態見直しに係る非
課税措置の創設

Ｅ

［不動産取得税、自動車取得税］

12 対外船舶運航事業を営む法人の日本船舶による収入金額の課税
の特例措置（トン数標準税制）の拡充

Ｄ

［法人住民税、事業税］

13 国際競争力を有する国際運輸基盤整備のための課税の特例措置
の拡充

［固定資産税］

①外航船舶 Ｇ

②国際航空機 Ｄ

14 都市再生促進税制の延長及び拡充 Ｃ
［不動産取得税、固定資産税、都市計画税］ (国交省4番の

要望とあわせて

調整)

36



15 まち再生促進税制の延長及び拡充
［不動産取得税］

①延長 Ｄ

②拡充 Ｄ

16 認定事業用地適正計画に基づく土地等の交換等に係る特例措置
の延長及び拡充

［不動産取得税］

①延長 Ｄ

②拡充 Ｆ

17 地域公共交通確保・維持・改善へ向けた関連税制の整備
［自動車取得税、固定資産税］

①離島航路事業用の船舶 Ｂ

②国の補助金等の交付を受けて取得する乗合バス車両 Ｂ

③離島路線に就航する航空機 Ｂ

④国の補助金等の交付を受けて取得する鉄道の安全性向上設備

　・延長 Ｃ

　・拡充 Ｄ

18 国際コンテナ戦略港湾及び重要港湾の港湾経営会社等が取得し
た荷さばき施設等に係る特例措置の延長及び拡充

［固定資産税、都市計画税］

①延長 Ｃ

②拡充 Ｄ

19 国際競争力強化及び環境負荷低減に資する物流効率化施設に係
る課税標準の特例措置の拡充及び延長

［固定資産税、都市計画税］

①延長 Ｂ

②拡充 Ｄ
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20 関西文化学術研究都市建設促進法に基づいて整備される文化学
術研究施設に係る課税標準の特例措置の延長

Ｄ

［事業所税］

21 市街地再開発事業により一定の規模の施設建築物が与えられる
従前の権利者に対する税額の軽減措置の延長

Ａ

［固定資産税］

22 認定建替計画に係る区域内の土地を取得した場合の課税標準の
特例措置の延長

Ｄ

［不動産取得税］

23 防災街区整備事業により従前の権利者に与えられる一定の規模
の防災施設建築物に対する特例措置の延長

Ａ

［固定資産税］

24 環境にやさしい鉄道の利用促進及び省エネルギーに資する旅客
用新規鉄道車両に係る課税標準の特例措置の延長

Ｃ

［固定資産税］

25 都市鉄道利便増進事業により取得する鉄道施設等に係る課税標
準の特例措置の延長

Ｃ

［固定資産税、都市計画税］

26 鉄道駅総合改善事業費補助を受けて取得する鉄道施設に係る課
税標準の特例措置の延長

Ｃ

［固定資産税］

第１種市街地

再開発事業に

おける住宅（非

居住部分）及

び住宅以外の

家屋に係る軽

減割合を1/3

から1/4に縮減
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27 低床型路面電車に係る課税標準の特例措置の延長 Ｃ
［固定資産税］

28 移動性償却資産に係る固定資産税のあり方の見直しの検討（検
討事項）

［固定資産税］

29 JR北海道、四国、九州及び貨物会社の経営の自立等の推進に係
る所要の税制上の措置

Ｅ

29-2 航空機燃料譲与税に関する航空機燃料税の譲与割合の引き上げ Ｐ
［航空機燃料譲与税］

30 都市の緑の創出に資する緑化施設に係る課税標準の特例措置の
拡充及び延長

Ｄ

［固定資産税］

31 サービス付き高齢者住宅（仮称）供給促進税制の拡充及び延長

［固定資産税］ Ｃ

［不動産取得税］ Ｄ

32 Ｊリート・特定目的会社に係る課税標準の特例措置の延長 Ｄ
［不動産取得税］

33 ホテル・旅館の建物に係る固定資産評価の見直し（検討事項） Ｇ

［固定資産税］

【共同要望で主管省庁となる項目】
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34 排出ガス規制新基準に適合した特定特殊自動車に係る課税標準
の特例措置の創設

Ｃ

［固定資産税］

35 コンセッション方式の導入に伴う償却方法の創設（事業権（仮
称）の償却可能化）

Ｆ

［法人住民税、事業税（外形）］

36 PFI法に規定する選定事業者が取得する一定の公共施設等に係る
特例措置の拡充

Ｄ

［不動産取得税、固定資産税、都市計画税］

37 投資法人の導管性要件である投資口国内50％超募集要件の見直
し

［法人住民税、事業税］

38 産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法に規定
する事業譲渡等により取得する不動産に係る税額の控除

Ｄ

［不動産取得税］

39 新潟県中越沖地震災害による被災代替家屋に係る特例措置の延
長

Ａ

［固定資産税、都市計画税］

40 低公害車の燃料供給設備に係る特例措置の延長 Ｃ
［固定資産税］

41 事業基盤強化設備を取得した場合等の特別償却又は税額控除の
延長

Ｄ

［法人住民税、事業税］

Ａ

【共同要望で主管省庁ではない項目】

(国税と同条件)
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1 環境にやさしい鉄道の利用促進及び省エネルギーに資する旅客
用新規鉄道車両に係る課税標準の特例措置の縮減

［固定資産税］

2 自動二輪車駐車場整備促進に係る課税標準の特例措置の廃止 Ｘ
［不動産取得税、固定資産税］

3 河川立体区域制度の活用による河川整備に係る課税標準の特例
措置の廃止

Ｘ

［不動産取得税］

4 独立行政法人都市再生機構が附則業務として不動産を取得した
場合の非課税措置の廃止

Ｘ

［不動産取得税］

5 駅のバリアフリー化のための改良工事により取得した施設に係
る課税標準の特例措置の廃止

Ｘ

［不動産取得税、固定資産税、都市計画税］

6 ＩＣカード乗車券の共通化・相互利用化のために取得する設備
に係る課税標準の特例措置の廃止

Ｘ

［固定資産税］

7 産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法に規定
する事業譲渡等により取得する不動産に係る税額の減額措置

［不動産取得税］

国交省38番
の要望とあ
わせて検討

国交省24番
の要望とあ
わせて検討

既存税負担軽減措置等の見直し項目一覧（地方税）

国土交通省

【単独要望の項目】

【共同要望で主管省庁ではない項目】
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8 新潟県中越地震災害による被災代替家屋に係る特例措置の廃止 Ｘ
［固定資産税、都市計画税］

9 能登半島地震災害による被災代替家屋に係る特例措置の廃止 Ｘ
［固定資産税、都市計画税］

10 能登半島地震災害による被災代替償却資産に係る特例措置の廃
止

Ｘ

［固定資産税］

11 新潟県中越沖地震災害による被災代替償却資産に係る特例措置
の廃止

Ｘ

［固定資産税］
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1 生物の多様性の保全を目的として民間の団体が行う土地の取得
又は所有に係る非課税措置の創設

Ｄ

［不動産取得税、固定資産税］

2 環境教育・環境保全活動拠点に係る税制上の特例措置の創設 Ｄ
［固定資産税、都市計画税］

3 日本環境安全事業株式会社が取得する一定の不動産に係る非課
税措置の延長

Ｄ

［不動産取得税］

4 排出ガス規制新基準に適合した特定特殊自動車に係る課税標準
の特例措置の創設

Ｃ

［固定資産税］

5 環境未来都市整備地域における特例措置の創設 Ｆ
［個人住民税、法人住民税、事業税、不動産取得税、固定資産
税、都市計画税］

6 グリーン投資減税の創設 －
［法人住民税、事業税］

7 都市の緑の創出に資する緑化施設に係る課税標準の特例措置の
拡充及び延長

Ｄ

［固定資産税］

【共同要望で主管省庁となる項目】

【共同要望で主管省庁ではない項目】

平成23年度税制改正要望項目一覧（地方税）

環境省

【単独要望の項目】
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8 認定特定非営利活動法人に対する税制上の特例措置の新設・拡
充・延長

－

［個人住民税、法人住民税、事業税］

9 低公害車の燃料供給設備に係る特例措置の延長 Ｃ
［固定資産税］

10 産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法に規定
する事業譲渡等により取得する不動産に係る税額の控除

Ｄ

［不動産取得税］
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1 還付加算金の計算期間の見直し

［法人住民税、事業税］

2 給与支払報告書・公的年金等支払報告書の電子データによる提
出義務の創設

［個人住民税］

3 中小企業者に対する法人税率の特例の適用範囲の見直しへの対
応

［個人住民税］

4 中小企業者に適用される租税特別措置の見直しへの対応
［法人住民税、事業税］

5 仮決算による中間申告の見直し

［法人住民税、事業税］

6 地方税の罰則の見直し
［各税共通］

7 国有資産等所在市町村交付金法施行令の改正に係る所要の措置
［国有資産等所在市町村交付金］

平成23年度税制改正「要望にない項目等」（地方税）
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